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   発表日：2022年６月 14日（火） 

メキシコ､ポスト AMRO も｢反ビジネス｣色継続の可能性が高い模様 

 ～与党 MORENA内でロペス＝オブラドール氏の影響力上昇､反ビジネスが政策を左右する展開が続く～ 

第一生命経済研究所 経済調査部 

主席エコノミスト 西濵 徹（℡：03-5221-4522） 

（要旨） 

 メキシコでは 5日に 6つの州で州知事選が実施された｡2018年の大統領選及び総選挙で新興左派政党に

よる左派政権が誕生し､反ビジネス的な政策運営が行われる一方､コロナ禍対応では景気回復を優先する

対応が採られた｡ただし､足下の実質 GDPはコロナ禍前を下回るなど依然その影響を克服出来ていない｡さ

らに､足下では物価高と金利高の共存が家計､企業部門の足かせとなるなど政権の逆風となることが懸念さ

れた｡しかし､6州のうち 4州で与党 AMROが勝利するなど､再来年の次期大統領選でロペス＝オブラドー

ル大統領は再選出来ないものの､影響力は高まっている｡米 FRBのタカ派傾斜など通貨ペソ相場を取り巻

く環境の変化も予想されるなか､ポスト AMROも｢反ビジネス｣が続くなど影響を与える可能性も考えられる｡ 

 

メキシコでは今月５日、６つの州における州知事選挙など統一地方選挙が実施された。同国では 2018

年の大統領選挙において新興左派政党であるＭＯＲＥＮＡ（国家再生運動）のロペス＝オブラドール氏

が勝利するとともに、同時に実施された連邦議会選挙でもＭＯＲＥＮＡが躍進を果たし、左派政権が誕

生した。同政権を巡っては『反ビジネス』色の強い政権公約を掲げるとともに、米国がトランプ前政権

下でメキシコを標的にした政策運営を行ったことに反発する動きをみせたため、政権交代による悪影響

が懸念された。しかし、政権発足後には随所に反ビジネス的な動きが確認されるものの、全体としては

比較的穏当な政策運営が行われるとともに、米国においてバイデン政権への政権交代がなされたことで

外交面でも落ち着いた動きが続いた。なお、一昨年来のコロナ禍対応を巡っては、同国も感染爆発状態

に陥るとともに、政府は感染対策を目的とする都市封鎖（ロックダウン）に動いたことで景気に急ブレ

ーキが掛かる事態に見舞われた。その後は感染収束にほど遠い状況ながら、政府は経済活動の正常化に

舵を切るとともに、米国からのワクチン供

与も追い風に接種の加速化を図るなど景

気回復を優先する動きをみせた。メキシコ

経済を巡っては、輸出の８割を米国向けが

占めるなど米国経済との連動性が極めて

高く、米国の景気回復は外需に加え、ＧＤ

Ｐ比４％に相当する移民送金を通じて家

計消費をはじめとする内需を押し上げる

ことが期待される。他方、ロペス＝オブラ

ドール政権はエネルギー分野などへの政

府関与を拡大させるなど国家資本主義的

図 1 実質 GDP と成長率(前年比)の推移 

 

（出所）CEICより第一生命経済研究所作成 
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な政策運営を進めるなど反ビジネス色を強めており、そうした動きも影響して対内直接投資が手控えら

れるなど景気回復の足かせとなっている。結果、一昨年後半以降の景気は緩やかに底入れの動きが続い

ているものの、今年１-３月の実質ＧＤＰはコロナ禍の影響が及ぶ直前である一昨年１-３月と比較して

▲1.1％と下回る水準に留まるなど、依然としてマクロ面でコロナ禍を克服出来ていないなど、他の新

興国と比較しても景気回復は遅れている。こうした状況は、昨年６月に実施された連邦議会下院（代議

院）の中間選挙においてＭＯＲＥＮＡが議

席数を大幅に減らす一因になったと考えら

れる（注１）。ただし、ＭＯＲＥＮＡと連立

を組む左派政党を併せた与党連合全体では

半数を上回る議席を維持するなど少数政党

となる事態は免れたほか、同時に実施され

た 15州における州知事選挙ではＭＯＲＥＮ

Ａが 11州で勝利を収めるなど地方部を中心

に現政権及び与党への支持が厚いことが確

認された。なお、昨年以降は原油をはじめと

する国際商品市況の底入れに加え、景気回

復も追い風にインフレが加速しており、国際金融市場を取り巻く環境変化も影響して中銀は昨年６月以

降断続的な利上げ実施に動いている。さらに、年明け以降はウクライナ問題を受けた幅広い国際商品市

況の上振れに加え、米ＦＲＢ（連邦準備制度理事会）など主要国中銀はタカ派傾斜を強めており、中銀

は先月の定例会合でも大幅利上げに動くとともに、先行きの追加利上げを示唆する動きをみせるなど同

様にタカ派姿勢を強めていることが示された（注２）。物価高と金利高の共存により家計及び企業部門

は厳しい状況に直面しており、現政権及び与党にとっては逆風となることが懸念された。こうした状況

ながら、５日に州知事選が行われた６州は

すべて野党系知事であったものの、４州で

ＭＯＲＥＮＡが勝利しており、これを受け

て全 32 州・行政区のうち 20がＭＯＲＥＮ

Ａ、２つを連立政党が掌握するなど与党は

勢力拡大に成功している。なお、同国では

再来年に次期大統領選が予定されている

が、現行憲法では現職のロペス＝オブラド

ール氏は再選出来ないものの、今回の地方

選の結果を受けてＭＯＲＥＮＡ内での影響

                                                   

注１ 2021年６月８日付レポート「メキシコ、中間選挙は金融市場が想定した「最悪の事態」を回避」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/155743.html） 

注２ ５月 13日付レポート「メキシコ中銀、米ＦＲＢのタカ派傾斜に追随して 50bpの追加利上げ」 

  （https://www.dlri.co.jp/report/macro/187020.html） 

図 2 インフレ率の推移 

 
（出所）CEICより第一生命経済研究所作成 

図 3 ペソ相場(対ドル)の推移 

 

（出所）Refinitivより第一生命経済研究所作成 
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力拡大に繋がると見込まれ、『ポストＡＭＬＯ』も反ビジネス色の強い動きをみせる可能性は高まって

いる。金融市場においては、原油をはじめとする国際商品市況の上振れに加え、上述のように中銀がタ

カ派姿勢を強めていることを好感して通貨ペソ相場は底入れしてきたものの、米ＦＲＢのタカ派傾斜な

ど外部環境の変化が相場を揺さぶる動きもみられる。一段の金融引き締めは実体経済の足かせとなる可

能性も予想されるなか、先行きはロペス＝オブラドール政権及びポストＡＭＲＯに向けた動きも影響を

与えることに注意が必要と言える。 

以 上 


